
様式１－５号（用紙　日本産業規格A4縦型） 個票 ①

令和２年度静岡県地域少子化対策重点推進事業実施計画書個票（変更実施計画書個票）

（個別事業の内容）　※（注）３

事 業 メ ニ ュ ー 優良事例の横展開支援

区 分 結婚に対する取組

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 1-(3)　その他、各地域において結婚を希望する者の希望の実現を支援するための取組

個 別 事 業 名 おやま結婚応援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 交付決定日 ～ 令和3年3月31日

所要見込額
※（注）１ 2,046,000 円 補助率：  1/2 (交付金所要額： 1,023,000 円)

各区分における取組の
全体像及びその中での
本個別事業の位置付け　
※（注）２

　小山町においては、「小山町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、少子化対策や定住移住促進対策に取り組
んでいるところである。その基本目標の一つに「結婚・出産・子育て環境の整備により若者世代の希望に応える」を掲
げ、この中で、出逢いの場の創出に係るものとして、
・婚活支援事業「おやま出逢い大社」を立ち上げ結婚を希望する者に対し、「結婚支援相談員」による個別相談を実施
し、仲介支援につなげる事業（単独事業）
・結婚へ前向きになるよう自己肯定セミナーや結婚へ向けた一歩を踏み出すきっかけとなるようなガイドブックの作成
（本個別事業①③）
・結婚事情を把握し、親だからこそできる支援や心構えを学ぶ親向け講座（本個別事業②）
・結婚を希望する若者の出会いの機会を創出するためのイベント事業（単独事業）
・結婚希望の実現に対する支援のため結婚新生活支援事業（個票②）
を実施し、結婚にこれまで以上に前向きになったと実感できるような施策を展開し、出逢いから結婚までを支援する取
組みを展開している。
　本個別事業はこれらの各種施策の中で中核的に位置付けられ、結婚を希望する人や家族に対して支援することで
「おやま出逢い大社」への会員登録へと導き、仲介支援やイベントへの参加を促し、結婚の希望を叶えるための重要
な施策である。

個
別
事
業
の
内
容

<現状と課題>
　平成27年度より町の結婚支援事業を「おやま出逢い大社」と名付け、会員登録を行いイベントやセミナーの開催、結婚支援相談員によ
る個別相談や仲介支援などを行ってきた。新規の会員登録やセミナー・イベントでの集客が大きな課題となっている。

<課題への対応>
　この課題に対応するため、令和2年度は独身者向けセミナーのテーマを具体的に且つ、若者の身近な問題でセミナー参加者が将来に
ついても考えるきっかけとなるものとし、座学だけでなくワークショップ形式で行う等形式を工夫することで集客アップを図る。ワークショッ
プ形式で実施する事、町の規模を勘案した結果、募集人数を少なくすることで、講座の参加者、講師及び結婚支援相談員が交流しやすく
なる事を目指す。また、対象を親世代に絞り講座を行うことで、親の子の結婚に対する不安を少しでも取り除き、さらには支援する側に向
けおやま出逢い大社の取組みの認知度向上を図る。

①独身男女に自らのライフデザインを考えるための講座（参加者：男女各20人×2回＝80人）（836千円）
　本個別事業においては、若者がライフデザインを考える上で、不安に思う「お金」について学ぶ講座と、夢を見える化し叶えるために行
動できるよう支援するドリームマップ講座を実施する。講座は男女別に実施し、結婚や将来に対して前向きになるきっかけづくりとなるよう
身近なテーマとする。なお、参加募集は各回行う。
【委託料】
　　講師謝礼　＠100千円×2人＝200千円
　　※小山町の過去の実績として、峯井祐美子氏100千円、近藤洋子氏100千円があります。
　　教材費　＠500円×40人×2回＝40千円
　　A4チラシ、デザイン、印刷等（町内全戸配布7,500部）　300千円
　　運営事務局経費（応募管理、受付、当日運営進行2名）全2回　200千円（過去の実績による）
    報告書作成　20千円
　　消費税　76千円

②我が子の幸せのために親ができるサポートを学ぶ講座の実施（参加者30人×2回）（660千円）
　独身の若者の一番の理解者であり支援者は親である。婚活があたりまえとなった現代の結婚事情を親世代が学ぶことで若者の心理を
理解し、結婚に対する意識改革を行い支援活動につなげるとともに交流会等を実施し、参加者同士の交流を図る。また、講座には結婚
支援相談員も参加し、親目線の支援方法を学ぶ。なお、参加募集は各回行う。
【委託料】
　　講師謝礼　＠100千円×2人＝200千円（※小山町の過去の実績として、山田由美子氏90千円があります。）
　　教材費　＠500円×30人×2回＝30千円
　　A4チラシ、デザイン、印刷等（町内全戸配布7,500部）　150千円
　　運営事務局経費（応募管理、受付、当日運営進行2名）全2回　200千円（過去の実績による）
　　報告書作成　20千円
　　消費税　60千円

③婚活ガイドブックの作成（550千円）
　婚活を始める人や婚活がうまくいかず悩んでいる人に向け、男女の違いや、出逢いから交際に発展させるために必要な事をまとめた
「婚活ガイドブック」を作成し、おやま出逢い大社の会員や各種事業の参加者等に配布する。また、「おやま出逢い大社」の登録方法や
「結婚新生活支援補助金」や「結婚祝金」等、町が実施している事業も記載し、婚活支援事業をPRする。
　【委託料】
　　婚活ガイドブック作成（A5　8P中綴じカラー）1,000部　　500千円
　　　　（※配布先：イベント等参加者200部、会員130部、町内企業250部、各施設160部、相談員60部、窓口配布200部）
　　消費税　50千円



KPI項目 単位 目標値

①参加者目標人数 人 80

①達成率 ％ 100

①婚活への意欲が高まった参加者の割合 ％ 80

②参加目標人数 人 60

②達成率 ％ 100

②講座受講後、「現代の婚活事情が理解できた」と思った参加者の割合 ％ 80

②講座受講後、小山町結婚支援事業「おやま出逢い大社」について

　我が子や知人に薦めたいと思った参加者の割合 ％ 80

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

有（以下の①～③から該当するものを選択してください） 無

①企画提案方式(プロポーザル方式、コンペ方式) ②競争入札方式

③随意契約

(事業の内容)

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

該当する取組の有無

有の場合の担当部局：

・県との連携・役
割分担の考え方
及び具体的方法
※（注）５

静岡県が開催する情報交換会等に参加すると共に、情報発信について積極的に提供していく。また、県からの制度
等に関する情報提供を受けるなど、効果的な取り組みとなるような連携を図る。

・民間事業者と
の連携・役割分
担の考え方及び
具体的方法　※
（注）６

本個別事業は、民間事業者への委託を想定しており、セミナーの講師や企画、運営等のノウハウを活用し、目的に即
した効果的な方法により集客へ繋ぎ、おやま出逢い大社が行っている結婚支援事業の認知度を上げる取り組みを展
開したい。町は、会場との調整や既存情報サイトでの告知、登録会員への周知等を担う。

・男女共同参画
部局など関係部
局等との連携・
配慮事項　※（注）
７

(関係部局等) 教育委員会　生涯学習課

(配慮すること) 特定の価値観の押し付けとならないよう、広報活動においては男女共同参画担当課の助言を求める。

おやま結婚応援事業

(随契の理由)
平成28年度より受託しており、地域との連携した結婚支援事業を実施でき、かつ、実績
のある業者が限られるため

・システム等導
入に係る管財部
局の確認　※（注）

９

有 取組名： 無

【次年度以降に向けた事業の方向性】
　令和3年度以降も継続して、結婚支援相談員と協力し、セミナー等を開催して婚活者個々のスキルアップを行っていく。また、婚活への
理解を深めるため町内企業や町民（親世代）などに向けたセミナーや相談会等を行うことで、結婚へ向けた機運の醸成の効果が見込ま
れる。

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】
 福井県福井市　出愛恋々応援事業

【事業実施にあたっての留意点】
　本事業の実施に当たっては、実施要領記載の留意事項を踏まえて実施することとする。
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・個別事業の重
要業績評価指標
(KPI)及び定量的
成果目標　※（注）
４

・委託契約の有
無及び契約方式
※（注）８

（注）
１「所要見込額」には、本交付金の対象経費支出予定額を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書等）を添付すること。併せて、「交付
金所要額」には「所要見込額」に補助率を乗じた額（千円未満切り捨て）を記入すること。         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２「各区分における取組の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、区分（①結婚に対する取組、②結婚、妊娠・出産、乳児期を中心
とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組、③結婚新生活支援事業）ごとに、既存事業や他省庁補助金等事業なども含め、全体として
どのような取組を行うか、その中で、本個別事業がどのような位置付けにあるのか、どのように他事業との取組連携しているのかを記載すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３「個別事業の内容」には、個別事業の具体的内容を記載すること。また、事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又
は市町村名、事業名を記載すること。
※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること。
４「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、本個別事業の各区分における取組全体像における位置付けを踏まえ、どの
ような考え方のもとどのくらいの効果が見込めるのか、それを測るためにどのようなKPI及び定量的成果目標を決定したか、達成予定時期を含め
記載すること。また、各市町は、個別事業ごとに効果検証を実施し、県にその詳細な結果を県が別に定める日までに報告すること。
※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　（過去に設定したKPIも別紙に記載すること。）
５「県との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を県と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法を記載する
こと。
６「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具
体的方法を記入すること。
７「男女共同参画部局など関係部局等との連携・配慮事項」には、特定の価値観の押し付けとならないようにする観点から、計画策定に当たり連
携した関連部局等及び事業の実施に当たり連携する関係部局等並びに事業の実施に当たり配慮することを具体的に記載すること（優良事例の
横展開支援事業を実施する場合）。
８「委託契約の有無及び契約方式」には、取組中の委託契約の有無及び有の場合には予定している契約方式を記載すること。また、競争性のな
い随意契約による契約を予定している場合は、事業の内容及び随意契約とする理由を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場
合）。
９「システム等導入に係る管財部局の確認」には、マッチングシステム、アプリの構築等のシステムに関する取組の有無及び有の場合には、事業
の内容及び確認を行った部局名を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。


